
Muse Spark Openにより企業の知財業務はどう変わ
るか

Executive Summary

調査基準日：2026年10月16日（日本時間）

Muse Spark Openは、Metaが2026年10月15日に公開した816B（8,160億）総パラメータ、約42Bアクティ
ブ、最大1Mトークン文脈長のネイティブ・マルチモーダルなopen-weightモデルである。Metaはコーディン
グ、長時間のエージェント処理、複雑なソフトウェア工学、多段推論を主用途として位置付けている。モデ
ルはBF16/NVFP4で公開され、自社環境ではNVFP4でも少なくとも700GBのGPU VRAM、BF16では2TBを要
求する一方、Apple M5 Ultra Mac Studio 2台によるローカル実行にも最適化されている。したがって「ロー
カル実行可能」は事実だが、通常のPCで気軽に動くモデルではない。

企業知財にとって最大の意味は、単なる「高性能な文章生成モデル」が一つ増えたことではない。発明メ
モ、未公開図面、ソースコード、契約書、拒絶理由通知、社内ノウハウ等を外部AIサービスに送らずに処理
できる、長文・マルチモーダル・エージェント型のモデルを企業自身が保有・統制できる可能性が現実的に
なったことである。Metaはモデル全体を2台のM5 Ultra Mac Studioに収容できるとしており、Appleも2台・4
台構成でのローカル推論を実測している。8,192トークン条件ではAppleの2台tensor-parallel構成で約24.99
token/s、4台で36.73 token/sが報告されている。ただし、これは1Mトークンでの性能値ではなく、Appleの
測定条件における値である。

この性質から、Muse Spark Openは知財業務を「人が資料を読み、人が最初から文章を書く」プロセスか
ら、「AIが資料を収集・構造化・比較・草案化し、人間が根拠と法的判断を審査する」プロセスへ変える可
能性が高い。特に、発明発掘、明細書ドラフト、拒絶理由分析、契約レビュー、社内ノウハウ検索では大き
な生産性向上余地がある。一方、先行技術調査、権利行使、クレーム解釈、法令引用などでは「もっともら
しい誤り」が致命的になり得るため、モデル単独での完結ではなく、特許庁等の一次データベースをツール
として接続し、出典を機械的に検証することが導入の前提となる。JPOは特許情報取得APIやワン・ポータ
ル・ドシエ関連APIを提供しており、こうした一次情報へのtool-groundingが重要になる。

1Mトークンという長大なコンテキストも「全資料を入れれば正しく理解する」という保証ではない。長文脈
LLMに関する査読研究では、重要情報の位置によって検索・回答精度が大きく変化する“Lost in the
Middle”現象が確認されている。これはMuse Spark Open自体の評価ではないが、長文脈容量と長文脈信頼性
を混同すべきでないことを示す。  また、法務LLMに関するDahlらの研究では、当時のモデルが米連邦判
例に関する検証可能な質問に58～88%の頻度で何らかのhallucinationを示した。これもMuse Spark Openの
性能値ではないが、「法律分野ではモデルの自己確信を信用せず、一次資料を検証する」という設計原則を
強く支持する。

もう一つ重要なのがライセンスである。Muse Spark Openは「open-weight」だが、無条件の自由利用では
ない。Muse Model Licenseは利用、改変、fine-tuning、distillation、派生物作成・販売等を広く認める一
方、製品・サービスでの「Built with Muse Spark Open」表示、Usage Policy遵守等を要求する。また、
licenseeと関連会社の12か月連続総売上が2,000万米ドルを超え、第三者向けModel-as-a-ServiceとしてMuse
または派生モデルを提供する場合、Metaへの通知と別途契約が必要となる。内部利用、研究、非MaaS商用活
動はこのMaaS条項から明示的に除外される。Metaは生成出力の所有権を主張しないが、非侵害を含む保証を
せず、出力・利用リスクを利用者側に置いている。
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さらにUsage Policyは、無資格・無許可の法律業務を含む専門業務、権利のない個人・センシティブデータ
処理、第三者権利侵害等を禁止している。そのため、企業知財部門内の「資格者・責任者を補助するAI」
と、社外顧客に「AIだけで法的判断を提供するサービス」とではライセンス・法的リスクが大きく異なる。

本報告の総合判断は次のとおりである。

論点 評価

知財部門への潜在インパ
クト

非常に大きい。特に機密情報を扱う内部AI基盤として重要

直ちに全面自動化できる
か

否。法的判断・先行技術調査・権利行使では人間の最終責任が不可欠

Muse固有の強み 長文脈、マルチモーダル、agentic、open weights、ローカル実行

Muse固有の弱み
巨大なハードウェア要件、新規モデルで知財固有評価が未確立、独自ライ
センス条件

最適な企業導入形態 多くの大企業ではハイブリッド型が最も現実的

最大の技術リスク hallucination、検索漏れ、prompt/tool経由の情報流出、長文脈の過信

最大の法務リスク
機密・個人情報、著作権、inventorship/著作者性、ライセンス条件、誤っ
た法的判断

推奨原則
AIを「回答者」ではなく「証拠付き分析・草案生成エンジン」と位置付け
る

なお、Muse Spark Openは本調査基準日の前日公開であり、Meta公開ベンチマークはgeneral、agentic、
knowledge/reasoning、coding等が中心で、特許・知財実務に特化した独立評価ではない。このため、本報
告ではMetaのベンチマーク値を「特許実務品質の証明」とは扱わない。

技術概要と知財部門にとっての意味

主要仕様

項目 Muse Spark Open 知財実務上の意味

公開日 2026年10月15日 
きわめて新しく、実運用事
例・独立評価の蓄積はまだ限
定的と考えるべき

総パラメータ 816B
高いモデル容量だが、運用イ
ンフラも大型化

アクティブパラ
メータ

約42B
MoEにより816B全てを毎
token計算する構成ではない

MoE構造 256 experts、tokenあたり8 experts選択 
大モデル容量と推論効率の両
立を狙った設計
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項目 Muse Spark Open 知財実務上の意味

Transformer層
62層、hidden dimension 8192、128 Q heads /
16 KV heads 

技術上の内部仕様。知財側で
直接変更する必要性は通常低
い

Perception
Encoder

約1.8B parameters 
図面、画像、映像等を含む発
明資料の統合分析に利用余地

入力モダリティ
テキスト、画像、映像、音声を扱うネイティブ・
マルチモーダルモデル 

発明会議録、図面、製品動
画、技術資料を一つのワーク
フローで処理可能

出力 主としてtext output 
明細書、claim chart、契約コ
メント、検索式等に適する

コンテキスト長 最大1M token
大量資料を一度に扱えるが、
完全な検索・理解を保証しな
い

Weight format BF16 / NVFP4 NVFP4がローカル展開上重要

自社GPU推論要件
NVFP4: 最低700GB VRAM、BF16: 2TB VRAM

通常PCでは現実的でなく、大
規模GPU又は複数Mac等が必
要

Macローカル実行
M5 Ultra Mac Studio 2台に最適化。各M5 Ultra
は最大512GB unified memoryで、2台でモデル
全体を保持可能とMeta説明 

機密知財をクラウドに送らな
い構成が現実的選択肢になる

対応推論基盤
SGLang、vLLM、HF、TensorRT-LLM、
Unsloth、llama.cpp、MLX等 

既存企業AI基盤への組込みの
自由度が高い

追加学習
PyTorchによる追加customizationをMetaが案内 

社内用adaptationは可能

Fine-tuning最低
GPU量・時間

未指定
実測PoCが必要。816B full
fine-tuningを当然の前提にす
べきでない

事前学習総
compute量

未指定
ベンダーデューデリジェンス
で確認対象

具体的な全学習
dataset一覧

未指定
データ由来のIPリスク評価に
は限界

Metaからのセル
フホストSLA

未指定／weight提供のため通常のSaaS SLAでは
ない

可用性・DR・パッチ・容量計
画を自社で負担

外部API
Baseten、Fireworks AI、Groq、Modal、
Nebius、OpenRouter、Together AI等をMetaが
列挙 

API利用時は各社のデータ利用
条件、所在地、保持期間、
SLAを別途審査

特に注目すべきは、Metaの「desktop」という表現である。これはノートPCや一般的なデスクトップPCを意
味せず、512GB unified memory級のM5 Ultra Mac Studioを複数台利用する構成である。Appleの測定でも
Muse Spark Openは単一M5 Ultraには収まらず、2台pipelineをベースラインとしている。8,192 token条件で
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TTFTは2台tensor構成約8.2秒、decodeは約24.99 token/s、4台tensor構成で約36.73 token/sと報告されてい
る。

したがって、知財部門が「クラウドを使わずローカルAIを置く」意思決定をする際には、モデル取得費がゼロ
だから低コスト、とは考えるべきではない。GPU/Mac、ストレージ、ネットワーク、冗長化、モデルサービ
ング、セキュリティ、評価、保守要員までをTCOに含める必要がある。

学習データとモデルリスク

Metaのmodel cardは、学習データに公開ソース、Internet crawl、第三者から取得したデータ、Metaの製
品・サービス由来データ、synthetic dataを含み、cleaning、deduplication、filtering等を行ったと説明して
いる。

しかし、企業知財部門が必要とする「各生成文の由来となったデータ」「各データセットの権利処理状況」
「特定文献をmemorizeしているか」といった粒度までは公開仕様から判断できない。従って、生成物が第三
者権利を侵害しないという推定を、training-data説明だけから置くことはできない。 Muse Model License
自体もnon-infringementを含む保証を明示的に否定している。

ライセンスの実務的重要点

Muse Model Licenseは「free of charge」でuse、copy、modify、fine-tune、derivative works、distill、
merge、publish、distribute、sublicense、sell等を許容する一方、条件付きである。

知財・法務部門が特に確認すべき点は次の通りである。

条件 実務への影響

「Built with Muse
Spark Open」表示

外部製品・サービスだけでなく、どの形態が表示義務対象になるか製品法務
で確認が必要 

Derivativesの定義
fine-tune、distillation等だけでなくSoftwareのoutputs/resultsを使って改
善したAI modelも広く定義されるため、派生モデル戦略時に注意 

MaaS条件
licensee・affiliate総売上が12か月で$20M超かつ第三者向けMaaS提供の場
合、Meta通知・別途書面契約が必要。内部利用等は除外 

Output ownership Metaはoutputのownershipを主張しない 

保証 software/output/resultは“AS IS”、non-infringementを含む保証なし 

Legal professional
practice

無資格・無許可のlegal professional practiceをUsage Policyが禁止 

個人・センシティブ情報 適法な権利なしでの収集・処理・開示・推論を禁止 

第三者権利 第三者権利を侵害・misappropriateする利用を禁止 

したがって「Metaがoutputを所有しない」ことと、「利用企業がそのoutputについて著作権を取得できる」
「自由に商用利用できる」「第三者権利を侵害しない」は全く別の問題である。
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知財業務プロセス別インパクト

Muse Spark Openの価値が最も高くなるのは、「質問すると答えるチャットボット」としてではなく、社内
文書・外部一次情報・検索ツールを扱うエージェントとして、証拠付きの分析パッケージを作らせる場合で
ある。Meta自身もagentic work、long-horizon tasks、multi-step reasoningを主要用途に掲げている。

以下の「時間短縮PoC目標」はMuseについて実測された数値ではなく、企業がPoCの合否判定に設定し得る
仮説レンジである。

プロセス 想定される変化・効率化

PoCで
狙う時
間短縮
の仮説

主な品質・法務リス
ク

hallucination対策 / 人
的ワークフロー

発明発掘・
アイデア創
出

会議録、ラボノート、
コード、図面、技術資料
を横断して課題・解決手
段・代替構成を抽出。発
明者インタビューの質問
候補、発明候補cluster、
claim conceptを作成。
マルチモーダル・長文脈
が特に有効。

20–
40%

AIの提案を人の発明
と混同、
inventorship記録不
明確、未公開情報漏
洩

「AI提案」と「発明者
が既に考えていた事
項」を分離。日時付き
発明記録、発明者イン
タビュー、人間による
conception確認を必須
化

特許出願書
類作成

発明届・図面・実験結果
から背景、実施形態、要
約、claim候補、用語
表、図面説明を初稿化。
claimと明細書support
の対応表作成

30–
50%

unsupported
embodiment、技術
的誤り、過度な一般
化、added
matter、架空引用

各claim elementを原資
料の段落・図面・実験
データにリンクす
る“support matrix”を
自動生成。出願前は弁
理士/担当者が全claim
を承認

先行技術調
査

発明概念からkeyword、
同義語、IPC/CPC候補、
多言語queryを生成し、
検索結果をclaim
element別に比較

20–
40%

検索漏れが最重要。
架空公報番号、誤っ
たpriority date、
false novelty
conclusion

モデル内部知識による
公報回答を禁止。JPO
等の一次DB/APIを必ず
tool-callし、公報番
号・日付・引用箇所を
機械照合。JPOは特許
情報取得APIや引用文献
情報等を提供。

非特許文献
調査

論文、規格、manual、
web資料のsemantic
screening、cross-
language要約、技術対
比

20–
40%

paywall資料の権
利、存在しない論
文、DOI/著者誤り、
publication date誤
り

契約済みDB・出版社一
次ページをretrieval
sourceに限定。title/
author/DOI/dateを外部
DBと照合
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プロセス 想定される変化・効率化

PoCで
狙う時
間短縮
の仮説

主な品質・法務リス
ク

hallucination対策 / 人
的ワークフロー

特許審査対
応

OA、引用文献、出願明
細書、補正履歴を読み込
み、claim chart、拒絶理
由構造化、補正案、反論
論点を生成

25–
45%

prosecution history
の見落とし、法律の
誤引用、new
matter、claim
scope意図せぬ縮小

「拒絶理由→引用箇所
→claim element→候補
対応」の証拠表を先に
作り、その後文章を生
成。補正・意見書の最
終決定は人間

権利行使・
侵害調査

claim chart作成、製品
manual・画像・動画・
teardown資料との対
比、証拠候補triage

20–
40%

doctrine等の法的判
断誤り、証拠真正
性、製品variant取
り違え、過剰な侵害
断定

AIは「事実対比」と
「法的評価」を明示的
に分離。証拠のURL/取
得日時/hash/原本を保
全。警告状や訴訟判断
は法務・外部弁護士承
認

契約書レ
ビュー

NDA、ライセンス、共同
研究、共同開発、OSS、
data/AI clauseを
playbook比較。条項抽
出、差分、redline案を
作成

30–
50%

jurisdictionの違
い、交渉背景無視、
存在しない条項への
言及、privilege・機
密漏洩

approved clause
library＋jurisdiction
playbookのみ
grounding。重大条項
は法務担当者が承認。
Muse Usage Policy上の
legal-practice条件も設
計段階で確認。

ノウハウ管
理

実験報告、失敗事例、発
明届、設計資料を分類・
taggingし、権限付き
Q&Aを構築

30–
60%の
検索時
間短縮
をPoC
目標に
しやす

い

trade secretが権限
外利用者に要約表示
される、
embedding/vector
DB経由の漏洩

文書ACLをretrieval時に
も強制。モデルが「閲
覧権限を迂回」できな
いarchitectureにする。
高機密文書は外部API禁
止

社内教育・
knowledge
共有

自社IP policy、過去事
例、研修教材を利用した
interactive tutor、ケー
ス問題、FAQ生成

30–
60%の
教材作
成・質
問対応

短縮

古い法律、架空判
例、社内policyの旧
版を教える

回答ごとに「source/
version/date」を表
示。法改正時にKB更
新。AI回答を公式policy
そのものと扱わない

hallucination対策は「良いprompt」より「システム設計」

法務分野のhallucination研究では、モデルが誤りを出すだけでなく、誤った前提をユーザーから与えられた
際に訂正できない場合や、自分がhallucinationしていることを正確に判断できない場合も報告されている。
なお同研究はMuse Spark Openを評価したものではない。

したがって、高リスク知財タスクに「自信度を自己申告させ、自信が高ければ採用」という設計は避けるべ
きである。代わりに、すべての高リスク出力について次のEvidence Packを生成させる方が実務的である。
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結論 → 根拠となる一次文献 → 正確な引用箇所 → 文献ID/公報番号 → 検索条件 → 使用したmodel/version
→ tool call結果 → 人間によるreview status

特に先行技術調査では、次のようなフローが望ましい。

1Mトークンはこのフローで多数資料をまとめて扱う余裕を提供するが、長文脈研究が示すように、重要情報
が中央部分にある場合でも常に同等の精度で取り出せるとは限らない。「1M contextだからRAG不要」とい
う設計は推奨しない。

人間の仕事は「作成者」から「editor・evidence reviewer」へ

従来の知財担当者は、調査、読み込み、比較、文章化を一人で連続的に実施することが多かった。Muse型シ
ステムでは、これを以下へ分解する方が安全かつ効率的である。

AI: 収集 → 分類 → 構造化 → 比較 → 反論候補 → 初稿
人間: 問いの設定 → 重要性判断 → 根拠検証 → 法的評価 → 戦略判断 → 承認

この転換により、単純なdrafting時間は減る一方、知財担当者には「何を検証すべきか」「一次資料のどこが
決定的か」「AIが欠落させた論点は何か」を見抜く能力がより重要になる。

法務・コンプライアンス・倫理

日本

日本では、2025年6月4日に「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI法）」が公布・
一部施行され、同年9月1日にAI戦略本部関係を含め全面施行された。内閣府は、AIによる国民生活・経済へ
の便益を認めつつ、AIリスクへの不安にも対応しながらイノベーションを促進する法律と説明している。

企業実務のガバナンス基準としては、総務省・経産省の「AI事業者ガイドライン第1.2版」が2026年3月31日
に公開されており、AIの開発・提供・利用に必要な取組の基本的考え方を示している。  知財部門ではこ
れをAI governance policy、リスク分類、人間による監督、セキュリティ、説明責任等の社内統制へ翻訳する
のが適切である。

著作権について文化庁は、2024年に「AIと著作権に関する考え方」を取りまとめ、その後チェックリスト・
ガイダンスも公表している。一方で文化庁自身が、生成AIと著作権について判例・裁判例の蓄積が十分でない
ことを前提に整理したものとして位置付けている。

特に重要なのは二点である。

第一に、著作権法30条の4はAI学習を常に無条件で自由にするものではない。文化庁のチェックリストは、有
償提供されるAI学習用データベース等について「著作権者の利益を不当に害する」場合には同条但書により適
用されない可能性を示し、robots.txt等の技術的アクセス制限の尊重もリスク低減策として示している。

第二に、AI生成物の著作物性については、利用者の創作意図と創作的寄与の程度が重要になる。文化庁は、AI
利用やプロンプト等の生成過程を確認可能にしておくことを、著作物性や依拠性について説明するためのリ
スク低減策として示している。

発明届・技術資料 機密区分 Museによる発明要素分解 検索語・分類・同義語生成 JPO等の一次データベース/
API 候補文献取得 Museによるclaim-element

対比
出典・公報番号・日付の機

械検証
知財担当者による検索漏れ

・法的評価 調査報告・出願判断
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従って、特許明細書、技術white paper、社内教材等でMuseを利用する場合も、prompt、human edits、
source documents、version historyを残すことは、単なるIT logではなくIP provenanceの一部となる。

個人情報について、個人情報保護委員会は、個人情報を含むpromptを生成AIに入力する場合、利用目的達成
に必要な範囲であることを確認するとともに、生成AI提供者が入力した個人データを応答生成以外の目的、
例えば機械学習に利用しないか等を十分確認するよう注意喚起している。また一般利用者に対しても、入力
した個人情報が学習利用されることや不正確な形で出力されるリスクを指摘している。

この点はMuseのローカル実行に明確なメリットを与える。ただし、モデルをローカルに置いても、web
search、外部tool、telemetry、embedding service等がクラウドに接続していれば情報は外に出得る。
ローカルモデルとローカル・システムは同義ではない。

米国

米国特許については、USPTOが2025年11月にAI-assisted inventionsに関するguidanceを全面改訂し、従前
の2024 guidanceをrescindedした。現在のguidanceは、AIを用いたか否かにかかわらずinventorshipには従
来と同じ法的基準を適用し、発明者として適切に記載できるのはnatural personであることを明示してい
る。

企業にとっての実務的帰結は、Museを発明発掘・設計案生成に使う際、「AIを発明者として扱う」ことでは
なく、どの人間がどのclaimed inventionをconceiveしたかを記録できるようにすることである。AI session
logだけでなく、発明者の判断・変更・選択の記録を発明届プロセスへ組み込むべきである。

著作権についてU.S. Copyright Officeは2025年Part 2 Reportで、純粋にAI生成されたmaterialやhuman
controlが不十分な表現にはcopyrightは及ばず、human authorが作ったoriginal expression、creative
selection/coordination/arrangement、creative modifications等は保護され得ると整理した。また、現行の
一般的な技術ではpromptだけでは通常、表現要素への十分なcontrolを与えないとの見解を示している。

企業がMuseで生成した技術文書を将来著作権で保護したい場合、「社員がpromptを入力した」というだけ
でなく、社員による表現上の選択・修正・構成を証拠化する必要性が高まる。

ガバナンス面ではNIST AI RMFは任意利用のframeworkとしてAI risk managementを提供しており、2024年
にはGenerative AI Profile（NIST AI 600-1）も公表している。なおAI RMF 1.0自体は2026年時点でrevision作
業中であるため、固定された永続基準と見るべきではない。

EU

EU AI Act（Regulation (EU) 2024/1689）はrisk-based approachを採り、provider/deployer等の役割に応じ
て義務を設ける。GPAI modelに対する規則は2025年8月から適用され、transparency関連規則は2026年8月
から適用されている。AI Office等による執行も2026年8月から本格化している。

さらに2026年7月にAI Omnibusが発効し、一部high-risk systemの適用時期は変更され、Annex III関連の一部
は2027年12月、regulated productsに組み込まれる一部high-risk systemは2028年8月となった。したがっ
て、旧来の「AI Actは2026年8月にすべて全面適用」という資料は現在の制度を正確に反映しない場合があ
る。

通常の企業内の特許draftingや検索補助だけで直ちにAnnex III high-riskに分類されるとは限らないが、これ
は用途依存の分類問題であり、Museをemployment、credit等の別用途へ共用する場合には評価が変わる。
さらにfine-tuned modelをEU市場で提供するなど、企業が単なるdeployerを越えてprovider側の役割を担う
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場合、GPAI scope guidance等を踏まえた再評価が必要である。EU Commission自身もGPAI provider
obligationsのscopeを明確化するguidelinesとCode of Practiceを公開している。

個人データを扱う限り、AI Actとは別にGDPR上の適法性、目的制限、data minimisation等も考慮する必要が
ある。

法務リスクの横断整理

リスク Muse利用時の論点 推奨統制

生成物の帰
属

Metaはoutput ownershipを主張しないが、それ
だけで企業にcopyrightが発生するわけではな
い。

employee contribution、editing、
selectionを記録

第三者著作
権

training data由来リスク、入力資料の複製、生
成物の類似性。Metaはnon-infringementを保証
しない。

公開物はsimilarity check、高価値成
果物はIP review

社内データ
使用権

vendor契約文書、論文DB、第三者共同研究資料
をfine-tuning/RAGへ投入できるとは限らない

corpusごとに「AI処理可／RAG可／
学習可」をmetadata化

機密・
trade
secret

外部API、logging、toolsから漏洩すると秘密管
理性や契約義務に影響

crown-jewel classはlocal/no-
egress。ACL付きretrieval

個人情報
発明者情報、従業員評価、契約担当者等を含む
可能性

minimisation、masking、目的限
定、保持期間設定

説明責任
モデル内部の「理由」だけでは監査証拠になら
ない

source、passage、model hash/
version、tool logs、人間承認者を保
存

bias / 不正
確性

国・言語・技術分野で品質差があり得る。Muse
について日本知財固有benchmarkは公開資料で
確認できない

日本語・英語、各技術分野別の
internal gold setを作る

資格業務
Muse Usage Policyはunauthorized/unlicensed
legal practiceを禁止。

「法的判断を行うサービス」ではな
く資格者・法務担当者の補助として
設計

セキュリティと運用アーキテクチャ

Muse Spark Openのopen weightsは、企業知財にとってSaaS型AIとは異なるセキュリティ選択肢を与える。
モデルを完全自社管理環境へ置けば、推論prompt・outputを第三者inference providerへ送信せずに処理す
る構成が可能である。Metaは2台のM5 Ultra Mac Studioでの全モデル保持を示し、Appleも実際のローカル
server deployment方法を公開している。

しかし、運用上の安全性は「どこでmodel weightを動かすか」だけでは決まらない。
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推奨セキュリティ統制

領域 推奨

データ分類
「Public / Internal / Confidential / Crown Jewel」のような区分をAI利用policyへ連
動。未公開発明、M&A、係争資料等は最高区分

network
egress

Crown Jewel zoneはinternet accessを原則deny。必要なJPO等APIはproxy経由の
allow-list

認証・認可 SSO＋MFA、RBAC/ABAC。元文書のACLをRAG/vector DBにも継承

agent権限
read-onlyをdefaultとし、外部送信、削除、file write、契約送信、出願操作は人間
approval gateを要求

prompt
injection対策

web、patent、PDF等の外部文書を「命令」として実行しないtrust boundaryを設け
る。tool accessはsandbox化

ログ
user、model version/hash、system prompt version、retrieved document IDs、
tool call、output、human decisionを監査可能に記録

ログ機密性
prompt/outputを無期限に丸ごとsecurity logへ残さない。秘密情報を含むログ自身
を高機密資産として管理

model update
新weightを直接productionに投入せず、staging→知財benchmark→security red-
team→承認→段階rollout

rollback
model/version/prompt/RAG indexをversion pinningし、品質劣化時に即座に戻せる
ようにする

最重要機密 /未出願発明 通常機密 公開情報

承認

差戻し

知財・R&Dデータ

情報分類ゲート

隔離Local Muse
外部通信原則禁止

Private Hybrid Muse
社内RAG +許可済Tool Cloud/APIも選択可

社内一次資料 JPO等の許可済外部API

Muse分析

Evidence Pack

人間レビュー

出願・契約・社外利用

10



領域 推奨

DR/可用性
self-hostではMetaのSaaS SLAに依存できない。二系統化、spare capacity、backup
model等を自社で設定。Muse Licenseもsoftware/outputに保証を付していない。

外部API
data retention、training use、subprocessor、region、incident notification、
SLA、IP indemnityをproviderごとに契約確認

NISTのGenAI Profileが示すように、生成AIは通常のIT systemに加えて固有のrisk managementを必要とす
る。Museについても「モデル単体のsafety」と「企業システムとしてのsafety」を分けるべきである。

モデル更新・検証で見るべきKPI

知財部門ではgeneric benchmarkではなく、自社が損失を被る失敗を直接測定すべきである。最低限、次を
model release gateにすることを推奨する。

KPI 例

Citation validity 公報番号、DOI、判例番号等の存在確認率

Source entailment AIの主張が引用箇所から本当に導ける割合

Critical factual error priority date、claim number、party、金額等の重大誤り率

Claim support accuracy claim elementと明細書supportの正確性

Search recall proxy 既知の重要先行文献をgold setで再発見できる率

Contract issue recall 人間専門家が付けた重大issueをAIが検出できる率

False positive rate 不要な「問題あり」指摘の割合

Human edit distance AI draftからfinal版までの修正量

Turnaround time OA、契約、発明届ごとのcycle-time

Leakage test 権限外資料を質問しても出力されないこと

Agent safety 未承認tool/actionを実行しないこと

「モデルがより賢くなったか」ではなく、自社の知財事故率を悪化させずにcycle-timeを短縮したかを判断
基準にするべきである。

導入シナリオとROI試算

前提条件

ユーザー企業の従業員数、年間出願件数、契約件数、外部弁理士費用、既存AI基盤、社内データ量、GPU/
Mac設備、クラウド契約、予算はいずれも未指定である。

そこで比較のため、以下の仮定を置く。これらは市場価格やMuseの実測生産性を示すものではなく、ROIの
計算方法を具体化するための仮想ケースである。
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仮定 値

AI適用対象となる年間知財・法務workload 12,000時間

full-loaded人件費 10,000円/時間

時間削減が実際の経済価値になるrealisation rate 70%

品質向上価値 金額換算せず、KPIとして別管理

hardware/API価格 実見積ではなくシナリオ上の仮定

逸失利益・訴訟risk削減 ROIには算入しない

時間削減が3,000時間あっても、社員がその時間を単に別業務に使うだけなら「3,000時間×人件費」がその
ままP&L上のcash savingになるとは限らない。そのため本試算では70%のみを経済価値化する。

計算式は、

年間定量効果 = 削減時間 × loaded hourly cost × 実現率 + 外部費用削減

初年度ROI =（年間定量効果 − 初期費 − 年間運用費）÷（初期費 + 年間運用費）

とする。

シナリオ比較

オンプレ内部利用 クラウド統合・自動化 ハイブリッド

基本構成
自社GPU又は複数Macで
Museを実行。外部通信
を限定

第三者Muse API＋
workflow/agent
automation

Crown Jewelはlocal、
公開・低機密処理は
cloud

適する用途
未公開発明、係争、ノウ
ハウ、契約、M&A等

大量の公開特許
screening、標準契約、
教育等

全社IP部門の標準構成

機密性 最高 相対的に低い 高い

導入速度 中～低 高 中

infrastructure負担
高。NVFP4でも公式要件
700GB VRAM。

低 中

外部provider依存 低 高 中

workflow自動化 中 高 高

想定時間削減 3,000h/年 4,200h/年 3,840h/年

外部専門家費等の
回避仮定

400万円/年 500万円/年 450万円/年

時間価値・実現率
70%込み

2,100万円 2,940万円 2,688万円
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オンプレ内部利用 クラウド統合・自動化 ハイブリッド

年間定量効果 2,500万円 3,440万円 3,138万円

初期費仮定 2,000万円 1,200万円 1,800万円

年間運用費仮定 800万円 1,400万円 1,100万円

初年度総費用 2,800万円 2,600万円 2,900万円

初年度ROI −10.7% 32.3% 8.2%

単純payback 約14.1か月 約7.1か月 約10.6か月

IPリスクとの
balance

機密性重視 ROI・速度重視 最もbalanceがよい

この仮定ではクラウドが最も高い初年度ROIになるが、これは高機密情報のリスクを金額換算していないため
である。外部APIを利用する場合、Muse自体の能力とは別に、API providerのdata retention、training use、
subprocessor、storage region、breach response、SLA等を確認しなければならない。Metaは複数の第三者
API providerを列挙しているが、各社の具体的契約条件はMuse Model Licenseとは別問題である。

一方、オンプレ型は最初の年度だけを見ると不利でも、モデル利用量が増加した場合、外部token課金を抑え
られる可能性があり、何より「外部サービスには投入できなかったデータ」をAI化できるオプション価値が
ある。この効果は通常のROI表では過小評価されやすい。

実務上、大企業知財部門で最も合理的なのは、次のようなdata-sensitive routing型ハイブリッドと考える。

未公開発明・係争・M&A・trade secret → Local Muse
社内一般資料 → private enterprise environment
公開特許・公開論文 → cloud/高速APIも許容
最終出願・警告状・重要契約 → 必ずhuman sign-off

ROIで「品質」を落とさない

時間削減だけをKPIにすると、AIは速く大量に誤った文書を作る方向へ最適化される。そのため経営報告で
は、

時間削減 × Critical Error Rate × Rework × Search Recall × 外部費削減

をセットで追跡すべきである。

たとえばOA responseが40%速くなっても、claim scopeを不必要に狭める補正が増えるならROIは負であ
る。逆に、時間短縮20%でも、見落としていた引用文献やcontract riskを早期発見できるなら経済価値は大き
い。

実務アクションプラン・参考情報・結論

即時に着手すべきこと

最初の目標は「Museを全員に配る」ことではなく、安全に評価できる管理境界を作ることである。
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領域 即時対応

Policy
AI利用可能データをPublic / Internal / Confidential / Crown Jewelに分類し、各区分
でlocal/cloud可否を明文化

License
Muse Model License、Usage Policy、Built with Muse表示、MaaS $20M条項、派生
モデル条件を法務レビュー 

Technology
200～500件程度の自社gold-setを作り、発明届、明細書、OA、先行技術、契約で
offline benchmark

Security
sensitive dataを外部APIへ入れない暫定ルール。tool call/telemetryを含むdata-flow
図を作成

Human
workflow

出願、補正、侵害判断、警告状、重要契約についてAI単独決定を禁止

Education 「AIの公報番号・判例・引用は必ず原典確認」を全利用者の最低ルールにする

Audit model version、prompt template、source IDs、human approverを記録開始

特に発明発掘PoCでは、inventorship問題に備え、AIが提案したidea、人間がAI前から保有していたidea、
人間がAI出力を見て具体化したideaを区別できる発明記録様式を早期に導入することが望ましい。米国では
USPTOの現行guidanceがnatural-person inventorshipを明示している。

中期の対応

6～18か月では、PoCを単発利用から知財workflow platformへ移行する。

中心となる技術投資は、巨大モデル自体よりも、source-grounding、identity、ACL、tool gateway、audit
logである。

社内RAGには元データのaccess controlを継承し、JPO等の一次特許情報APIを接続する。  Claim chartや
OA analysisでは「回答」より先にsource mappingを生成させる。

同時にmodel registryを整備し、Muse version、quantization、system prompt、retrieval engine、index
versionをセットで変更管理する。update時にはgold-setを再実行し、品質低下があればproduction昇格を拒
否する。

組織面では、知財部・法務・情報セキュリティ・IT・R&Dからなる小規模なAI-IP Governance Boardを置く
のが有効である。AI利用を毎回法務承認する重い構造ではなく、高リスクuse caseだけを審査し、低リスク
用途はpre-approved patternを利用できる形が望ましい。日本のAI事業者ガイドライン第1.2版やNIST AI
RMFを共通フレームとしてマッピングできる。

契約面では、外部AI providerやAI-enabled IP vendorとの契約に、少なくともdata-use restriction、training
prohibition/opt-out、deletion、security incident、subprocessor、data location、IP indemnity、SLA、
audit rightsを組み込むべきである。

長期の対応

18か月以降は、モデルを使うこと自体ではなく、企業固有の「IP reasoning system」を資産化できるかが
競争優位になる。
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過去のOA response、claim strategy、契約playbook、発明評価、競合技術taxonomy等を、単純fine-tuning
ではなく、構造化knowledge base、retrieval、rule engine、evaluation datasetとして蓄積する。その方
が、モデルをMuseから次世代モデルへ交換しても知見が残る。

Fine-tuningやdistillationに移行する場合は、Muse License上のDerivatives定義が広いことを前提にライセン
スレビューを再実施する必要がある。  また、full fine-tuningに必要な最小compute量はMeta公開資料で
は未指定であるため、「fine-tuneすればよい」という前提で予算化せず、まずRAG・tool-use・prompt/
template optimizationとの差分効果を実測するべきである。

成熟段階では、単一モデル依存を避け、重要タスクについて異なるモデル又はdeterministic search engineで
cross-checkする構造も検討価値がある。特に先行技術調査や権利行使では、generation能力よりも「重要文
献を落とさない」「引用を捏造しない」ことの方が価値が高い。

主要参考情報

Muse Spark Open / Meta・技術

Meta AI Research, Introducing Muse Spark Open, The Most Capable US Open-Weight Model to Date
— 公開日、816B/42B、1M context、local/Mac、API・framework等の一次情報。
Meta公式Hugging Face Model Card — architecture、BF16/NVFP4、700GB/2TB VRAM、training-
data categories、benchmark等。
Muse Model License / Usage Policy — commercial conditions、output ownership、warranty、
MaaS条件、professional-practice、privacy/IP restrictions。
Apple Machine Learning Research, MLX distributed inference — 2/4 M5 UltraでのTTFT/decode
performance、local agent deployment。

日本の法令・ガイドライン

内閣府「人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（AI法）」— 公布・施行状況と政
策目的。
総務省・経済産業省「AI事業者ガイドライン 第1.2版」— 2026年3月31日版。
文化庁「AIと著作権に関する考え方」「AIと著作権に関するチェックリスト＆ガイダンス」— AI学
習、著作物性、生成過程・prompt記録等。
個人情報保護委員会「生成AIサービスの利用に関する注意喚起等」— promptへの個人情報入力、二
次利用・学習利用確認等。
特許庁 特許情報取得API — patent/citation/prosecution情報をAI workflowへgroundingする公的デー
タ源。

米国・EU

USPTO, Revised Inventorship Guidance for AI-Assisted Inventions — 2025年改訂、natural-person
inventorship、AI利用の有無にかかわらない既存基準。
U.S. Copyright Office, Copyright and Artificial Intelligence, Part 2: Copyrightability — human
authorship、pure AI output、prompt、selection/modificationに関する公式整理。
NIST AI Risk Management Framework / Generative AI Profile — AI governance・risk management
の実務framework。
European Commission, EU AI Act — risk classification、GPAI、transparency、2026 AI Omnibus後
の適用timeline。
EU GDPR — personal-data processingの基本的規制枠組み。
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関連研究

Dahl et al., Large Legal Fictions: Profiling Legal Hallucinations in Large Language Models, Journal
of Legal Analysis — 法務LLMのhallucinationについての体系的研究。数値はMuseの評価ではない点に
注意。
Liu et al., Lost in the Middle: How Language Models Use Long Contexts, TACL — long-context容量と
情報利用精度が同義ではないことを示す研究。

結論

Muse Spark Openが企業知財業務にもたらす最も大きな変化は、「特許を書いてくれるAI」の登場ではな
い。これまでクラウドAIに出せなかった未公開発明・設計情報・契約・訴訟資料・ノウハウを、大規模な
frontier-class open-weight modelで社内処理できる選択肢が生まれたことである。816B/42B、1M
context、マルチモーダル、agentic capability、ローカル実行性という組み合わせは、その方向性を大きく後
押しする。

一方、その能力は「自律的なAI知財担当者」を直ちに正当化しない。法律・特許では、一つの架空引用、一
つの見落とした先行技術、一つのsupport不足、一つの秘密情報漏洩が、何百時間分の生産性向上を帳消しに
し得る。法務LLMのhallucination研究やlong-context研究も、モデルを無監督で権威的情報源として扱うこ
との危険性を示している。

したがって、企業知財部門が目指すべきは「AIによる専門家の置換」ではなく、「一次証拠にgroundされた
AIによって専門家の判断帯域を拡張すること」である。

即時: Museを全面展開せず、機密区分、ライセンス審査、自社gold-set、Evidence Pack、人間承認
gateを先に整備する。
最優先PoC: 発明届の構造化、明細書support check、OA分析、契約playbook比較、社内knowledge
searchから始め、先行技術の最終判断や権利行使の自律化は避ける。
アーキテクチャ: 高機密情報はlocal/no-egress、公開情報検索はJPO等の一次API、低機密業務は
cloudも利用するハイブリッド構成を第一候補とする。
品質原則: 「AIが何と答えたか」ではなく、「どの一次資料に基づき、誰が検証し、どのmodel/
versionで作ったか」を監査可能にする。
経営指標: 時間短縮だけでなく、critical-error、citation validity、search recall、rework、機密漏
洩、外部費削減を同時に測り、AIを速さではなく“安全に増えた知財判断能力”で評価する。

Introducing Muse Spark Open, The Most Capable US Open-Weight Model to Date | Meta AI
Research
https://research.meta.ai/blog/muse-spark-open

API情報提供サイト
https://ip-data.jpo.go.jp/

Lost in the Middle: How Language Models Use Long Contexts
https://arxiv.org/abs/2307.03172

Large Legal Fictions: Profiling Legal Hallucinations in Large Language Models
https://arxiv.org/abs/2401.01301

LICENSE.md · meta-models/Muse-Spark-Open-816B-A42B at main
https://huggingface.co/meta-models/Muse-Spark-Open-816B-A42B/blob/main/LICENSE.md
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meta-models/Muse-Spark-Open-816B-A42B · Hugging Face
https://huggingface.co/meta-models/Muse-Spark-Open-816B-A42B

Local and Distributed Large LLM Inference with MLX and RDMA on Mac Studio - Apple Machine
Learning Research
https://machinelearning.apple.com/research/mlx-distributed-inference

人工知能関連技術の研究開発及び活用の推進に関する法律（ＡＩ法） - 科学技術・イノベーション - 内閣
府
https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/ai_act/ai_act.html

AI事業者ガイドライン
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_shakai_jisso/20260331_report.html

AIと著作権について | 文化庁
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/aiandcopyright.html

https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/pdf/94097701_01.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/pdf/94097701_01.pdf

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/230602_alert_generative_AI_service.pdf
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/230602_alert_generative_AI_service.pdf

Revised Inventorship Guidance for AI-Assisted Inventions
https://www.federalregister.gov/documents/2025/11/28/2025-21457/revised-inventorship-guidance-for-ai-assisted-inventions

Copyright and Artificial Intelligence | U.S. Copyright Office
https://www.copyright.gov/ai/

AI Risk Management Framework | NIST
https://www.nist.gov/itl/ai-risk-management-framework

AI Act | Shaping Europe’s digital future
https://digital-strategy.ec.europa.eu/en/policies/regulatory-framework-ai

Regulation - 2016/679 - EN - gdpr - EUR-Lex - European Union
https://eur-lex.europa.eu/eli/reg/2016/679/oj/eng
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